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2011 年の紀伊半島を中心に大規模な災害をもたらした台風 12 号，2013 年の伊豆大島をはじめ
とする災害等，巨大台風等に伴う大規模な災害が頻発・激甚化している．また，国土技術政策総
合研究所の研究 1)によると，地球温暖化に伴う気候変動により，今世紀末には全国一級水系の計
画降雨継続時間での降雨量が 1.1～1.3 倍に，基本高水を超える洪水の発生頻度が 1.8～4.4 倍に増
加する恐れがあるとされている．このような観点から，河川計画においても計画規模を超える最
大クラスの外力を設定して検討を行う必要性が議論されつつあり，この一つの指標として可能最
大降水量(Probable Maximum Precipitation ; PMP）がある．可能最大降水量に関しては，近年その





















統計的な方法には Hershfield の方法 6)，北野らの方法 7)，および国土交通省 水管理・国土
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(2) DAD 解析結果を用いる方法． 
DAD 解析結果を用いる方法には，桑原の方法 8)，国土交通省 水管理・国土保全局の方法 4)
などがある．桑原は全国の気象官署における 1982 年までの雨量を 10 分間雨量から 24 時間
雨量までを整理し，式(1.2)に示すように DAD 曲線を作成している．このため，降雨の地域特
性が反映されていないこと，日本の直轄河川において計画降雨継続時間として採用されてい
る 2 日から 3 日雨量は外挿となっていることなどの課題があり，直轄河川の河川整備基本方
針で対象とする降雨量の約 5 倍から 10 倍の値を与える場合がある． 







気象条件をを最大化する方法には，世界気象機関(WMO)発刊の PMP 推定マニュアル 9)に記
載されている方法，Fernando らの方法 10)がある． WMO が発刊する PMP 推定マニュアルに























あるかの課題があり，この点については第 4 章で検証する． 
 
(4) 気象モデルを用いた方法 
気象モデルを用いた方法には，矢島らの方法 11)，Abbs の方法 12)，Cotton の方法 13)，Zhao 




PMP を推定するまでには至っていない．3 次元の気象モデルを用いた PMP の推定には，RAMS
を用いた Abbs，Cotton らの方法 12) 13)，MM5 を用いた Zhao ，Chen， および Kavvas らの方
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人という被害が発生している．利根川水系河川整備基本方針 1)では，計画降雨継続時間は 3 日で












データの存在する 2001 年 3 月以降の主要豪雨を対象とした．その結果，解析雨量を用いて作成
した実績の八斗島上流域平均 72 時間雨量が概ね 100mm 以上，および八斗島実績流量が 2,000m3/s
以上となっている豪雨を選定した．これらの中で，八斗島上流域平均 12, 24, 72 時間雨量のそれ
ぞれが最大となるのは豪雨 6 の 2007 年 9 月の台風 9 号である．また，烏・神流川流域，吾妻川
流域および奥利根流域における 12, 24, 72 時間流域平均最大雨量を表 2.2～表 2.4に示す． 
 
対象豪雨の降雨成因と降雨特性 
対象豪雨の降雨成因は図 2.2 に示す各降雨期間の気象庁天気図から判断し，台風性降雨が 2
降雨(豪雨 1，豪雨 6),台風および前線の影響を受けている降雨が 3 降雨(豪雨 2, 豪雨 3, 豪雨 4)，
および前線性降雨が 1 降雨(豪雨 5)となっている．台風性豪雨については台風経路図を図 2.3に
示す．これらの豪雨の時間分布を，八斗島流域および小流域である烏・神流川流域，吾妻川流域
および奥利根流域について作成した結果を図 2.4～図 2.9に示す．また，最大 72 時間雨量の空
間分布を 50mm 毎の等雨量線を図 2.10～図 2.15に示した．八斗島流域平均 12, 24, 72 時間雨量
が最大となった豪雨 6 は，図 2.15 の 72 時間雨量分布図において烏・神流川流域において降雨
が集中していることがわかる． 





























1 2001/09/10 72.0 120.8 175.2 6,785 台風15号 
2 2002/07/11 84.9 127.8 159.2 5,973 台風6号，梅雨前線 
3 2004/10/09 55.7 86.2 98.4 2,124 台風22号，前線 
4 2004/10/21 70.0 93.4 107.6 3,729 台風23号，前線 
5 2006/07/19 72.7 126.7 225.8 2,929 梅雨前線 
6 2007/09/07 110.0 149.9 258.3 7,756 台風9号 
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12hr 24hr 72hr 
1 2001/09/10 79.2 122.9 218.4 台風15号 
2 2002/07/11 89.1 131.4 164.7 台風6号，梅雨前線 
3 2004/10/09 66.1 103.4 117.2 台風22号，前線 
4 2004/10/21 73.7 94.9 106.9 台風23号，前線 
5 2006/07/19 67.1 124.5 232.7 梅雨前線 





12hr 24hr 72hr 
1 2001/09/10 85.0 140.8 176.2 台風15号 
2 2002/07/11 72.9 112.5 136.7 台風6号，梅雨前線 
3 2004/10/09 55.6 84.0 97.8 台風22号，前線 
4 2004/10/21 80.2 106.0 120.0 台風23号，前線 
5 2006/07/19 79.2 140.0 236.0 梅雨前線 





12hr 24hr 72hr 
1 2001/09/10 59.0 101.5 121.8 台風15号 
2 2002/07/11 97.1 141.5 176.2 台風6号，梅雨前線 
3 2004/10/09 45.5 70.4 82.6 台風22号，前線 
4 2004/10/21 57.2 79.5 94.9 台風23号，前線 
5 2006/07/19 72.8 116.0 208.0 梅雨前線 
6 2007/09/07 82.2 109.2 142.0 台風9号 
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対象豪雨における気象概況 2)と被害状況 3) 
(1) 豪雨 1 
2001 年 9 月に発生した台風 15 号により生じた豪雨である．9 月 4 日に南鳥島付近で発
生し，最盛期には 945hPa という強い勢力となっていた．神奈川県鎌倉市付近に 970hPa，最
大風速 30m/s の勢力で暴風域を維持したまま上陸した．上陸後は東京都から茨城県を通過し
て三陸沖へ抜け，9 月 12 日に北海道南海上で温帯低気圧に変わった．9 月 8 日から 9 月 12 
日までの期間降水量は，東海から関東地方の山沿いで 600～800mm となるところがあった．
また，期間中最大となった利根川上流域 72 時間平均雨量は 175.2mm を記録した．被害状況
については，関東地方での被害が特に大きく，死者 5 名，行方不明者 3 名，負傷者 42 名と
いう被害をもたらした． 
 
(2) 豪雨 2 
2002 年 7 月発生した台風 6 号とそれに刺激された梅雨前線の影響で生じた豪雨で，全国
的に大きな豪雨をもたらし，多くのアメダス観測所で 1 時間の降雨最大記録が更新された．
群馬県北部～栃木県北部の山沿いで 7 月 10 日から 11 日までの 48 時間降水量が 300mm を
越えた．また，期間中最大となった利根川上流域 72 時間平均雨量は 159.2mm であった．被
害状況としては，死者行方不明者 7 名，住家全壊・半壊 39 棟，床上浸水 2,475 棟という被
害をもたらした． 
 
(3) 豪雨 3 
2004 年 10 月 4 日に発生した台風 22 号が原因で生じた豪雨で，最盛期には 920hPa，50m/s 
という強い勢力に成長し，東日本に強い勢力（950hPa，中心付近の最大風速は 40m/s）で上陸
した台風である．伊豆半島の石廊崎で最大瞬間風速 67.6m/s という観測史上 1 位の記録を更
新している．10 月 7 日から 10 月 9 日までの期間降水量は東海地方から関東南部にかけて
300～400mm を記録している．また，期間中最大となった利根川上流域 72 時間平均雨量は
98.4mm であった．被害状況としては，死者 6 名，行方不明者 2 名，負傷者 167 名という人
的被害を受け，住家全壊 135 棟，半壊 287 棟，床上浸水 1,561 棟という被害をもたらした．
他にも，駐車中のトラックが横転し積み重なるという被害も発生している． 
 
(4) 豪雨 4 
2004 年 10 月 13 日に発生した超大型で強い台風 23 号と台風北側にあった前線の活性化
の影響でもたらされた豪雨である．北陸地方，山陰地方，九州北部にわたって最大瞬間風速
が上位となっている．10 月 18 日から 10 月 21 日までの期間降水量は，四国で 400～600mm
を記録しており，関東地方では 200～300mm であった．また，期間中最大となった利根川上
流域 72 時間平均雨量は 107.6mm を記録した．被害状況としては，全国で 98 名の死者・行
方不明者が出た平成の台風被害では最多を記録している．また，住家全壊 130 棟，半壊 257 
棟，床上浸水 16,474 棟という被害をもたらした． 
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(5) 豪雨 5 
2006 年 7 月豪雨と呼ばれる梅雨前線に伴う豪雨により生じたもので，7 月 15 日から 7 月
24 日までの約 9 日間にわたり梅雨前線が本州から九州にかけて停滞し，各地で記録的な大
雨となった．特に九州，山陰，北陸などで記録的な大雨となっている．特に九州地方では，7 
月 18 日から 7 月 24 日の期間降水量の多いところで，1,200mm を記録している．関東地方
でも，群馬県西部では，期間雨量 600～700mm を記録している．また，期間中最大となった
利根川上流域 72 時間平均雨量は 225.8mm を記録した．被害状況としては，死者 32 名，負
傷者 64 名，住家全壊 313 棟，半壊 1,457 棟，床上浸水 1,980 棟という被害がもたらされた． 
 
(6) 豪雨 6 
2007 年 9 月に発生した台風第 9 号が原因で生じた豪雨で，この台風は首都圏を直撃して
東日本を縦断した台風である．最盛期の中心気圧は 965hPa であり，最盛期に近い勢力で静岡
県に上陸した．自転車並みの遅い進行速度で本土に接近したため，台風の影響を受けた地域
は長時間暴風雨にさらされた．特に関東地方に大きな被害をもたらした．9 月 5 日から 9 日
までの期間雨量は，関東・甲信越地方で 600mm を超えた．また，期間中最大となった利根川




































図 2.2 豪雨生起日の気象庁地上天気図 4)5) 
 
  
(a) 豪雨 1:2001.09.10            (b) 豪雨 2:2002.07.11         (c) 豪雨 3:2004.10.09 


















図 2.3 検討対象豪雨の台風経路図 2) 
 
  
2001 年 台風 15 号(豪雨 1)                     2002 年 台風 6号 (豪雨 2) 
2004 年 台風 22 号(豪雨 3)                   2004 年 台風 23 号 (豪雨 4) 
2007 年 台風 9号(豪雨 6)         
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図 2.10 八斗島上流域最大 72 時間雨量の空間分布 (豪雨 1 2001.09.10） 
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図 2.11 八斗島上流域最大 72 時間雨量の空間分布 (豪雨 2 2002.07.11) 
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図 2.12 八斗島上流域最大 72 時間雨量の空間分布 (豪雨 3 2004.10.09) 
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図 2.13 八斗島上流域最大 72 時間雨量の空間分布 (豪雨 4 2004.10.21) 
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図 2.14 八斗島上流域最大 72 時間雨量の空間分布 (豪雨 5 2006.07.19) 
 25
 







http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/report/index_1989.html (2015 年 7 月現在)． 
3) 内閣府：防災白書，2002～2008 年度版． 
4) 気象庁：気象庁天気図 (CD-ROM)． 
5) 気象庁：気象庁，日々の天気図，  



























気象モデル WRF について 
気象モデル WRF1)は，非静力学気象モデルで，MM5 の後継モデルといわれている．気象モデ






現在，WRF は，ARW（The Advanced Research WRF）と NMM（Nonhydrostatic Mesoscale Model）
の 2 つの解析方法から選択することができる．ARW は NCAR の MMM（Mesoscale and Microscale 
Meteorology）を中心としてユーザーに対するサポート，開発が行われている研究目的のもので
ある．それに対して，NMM は NCEP によって開発され，DTC（Developmental Testbed Center）に
よってサポートされている現業用に開発されたものである．本研究では，研究目的で使用するこ





されている．現在，WRF は NCEP や AFWA のほかにも，大気に関する研究を行っている科学者
や天候を予測・予報する様々な機関によって利用されている． 














図 3.1 WRF 計算フロー 
 
 





WRF は，地形に沿ったη座標系(図 3.3)をとり，式(3.1)および(3.2)で表される． 
ߟ ൌ ሺ௣೓ି௣೓೟ሻఓ                     (3.1) 





܄ ൌ ߤܞ ൌ ሺܷ, ܸ,ܹሻ ,  Ω ൌ ߤߟሶ    ,   Θ ൌ ߤߠ   ,   ߱ ൌ ߟሶ  
 
ここで，܄ ൌ ሺܷ, ܸ,ܹሻ ：運動量フラックス（ܷ, ܸ,ܹは東西，南北，鉛直成分），ܞ ൌ ሺݑ, ݒ, ݓሻ ：
風速の東西，南北，鉛直成分，Ω： ߟ座標系における鉛直方向の運動量フラックス，Θ：温
位フラックス，ߠ：温位，߱ ൌ ߟሶ：ߟ座標系における鉛直風である．その他，WRF の支配方程














߲௧ܷ ൅ ሺ׏ ∙ ܄௨ሻ െ ߲௫൫݌߮ఎ൯ ൅ ߲ఎሺ݌߮௫ሻ ൌ ܨ௎           (3.3) 
߲௧ܸ ൅ ሺ׏ ∙ ܄௩ሻ െ ߲௬൫݌߮ఎ൯ ൅ ߲ఎ൫݌߮௬൯ ൌ ܨ௏           (3.4) 
߲௧ܹ ൅ ሺ׏ ∙ ܄௪ሻ െ ݃൫߲ఎ݌ െ ߤ൯ ൌ ܨௐ           (3.5) 
߲௧Θ൅ ൫׏ ∙ ܄θ൯ ൌ ܨΘ           (3.6) 
߲௧ߤ ൅ ሺ׏ ∙ ܄ሻ ൌ 0           (3.7) 










݌ ൌ ݌଴ሺܴௗߠ/݌଴ߙሻఊ               (3.10) 
 
߲の添え字ݔ, ݕ, ߟは偏微分を表している．また，ܽを一般的な変数とすると， 
 
׏ ∙ ܄௔ ൌ ߲௫ሺܷܽሻ ൅ ߲௬ሺ܄ܽሻ ൅ ߲ఎ൫Ωܽ൯ 
܄ ∙ ׏a ൌ ܷ߲ݔܽ ൅ ܄߲ݕܽ ൅Ω߲ߟܽ 
 
となる．ここで，ߛ：乾燥空気の定圧比熱と定積比熱の比（ൌ ܿ௣/ܿ௩ ൌ 1.4），ܴௗ：乾燥空気











a) WSM 3-class simple ice scheme 
1989 年に Dudhia によって開発されたスキーム 3）である．雲を構成する降水粒子に水




b) Morrison 2-moment scheme 




c) Thompson graupel scheme 




















a) YSU scheme 







b) Mellor-Yamada-Janjic schme 
1982 年に Mellor と Yamada によって開発された Mellor-Yamada scheme10）を 2002 年に




c) MYNN 2.5 level PBL 



















a) rrtm longwave scheme 




b) rrtmg longwave scheme 






c) Dudhia shortwave scheme 




d) Goddard shortwave scheme 




e) rrtmg shortwave scheme 
2008 年に Iacono ら 15）によって開発されたスキームである．短波放射を 14 のスペク
トルに分解し，それぞれの反射・散乱・吸収を表現している．水蒸気，二酸化炭素，オゾ
ン，メタン，亜酸化窒素，酸素，窒素，フロン類（CFC-11，CFC-12，CFC-22）と四塩化





タを用いて解析された 1 時間降水量を収録した解析雨量データを使用した． 
降水量の観測は，受水口直径が 20cm の雨量計で計測しており，雨量計の設置している場所
での降水量は正確に測定されていると考えられる．しかし，降水は，気圧・気温といった気
象要素に比べても局地性が強く，特に，対流性の降水の場合は約 17km2 に 1 箇所の割合で配
置されたアメダス雨量計でも十分に把握できないことがある． 
解析雨量データは，国土交通省河川局・道路局と気象庁が全国に設置しているレーダーや
アメダス等の地上の雨量計を組み合わせて，降水量分布を 1km 四方の細かさ（2001 年 4 月～




(2) NCEP-FNL データ 
WRF に入力する気象データには，米国立環境予測センター（NCEP）の全球客観解析デー
タ(FNL: Final Analysis)を使用した．このデータは，世界標準時で 1999 年 7 月 30 日 18 時～現








WRF に入力する地形データには，アメリカ地質調査所 USGS（United States Geological Survey）
で提供されている緯度経度，第 1 領域に 5 分，第 2 領域に 2 分の全地球数値標高モデルデー











館野高層気象観測所と近傍の NCEP-FNL 等の位置図を図 3.4 に，前橋地上観測所と近傍の
NCEP-FNL 等の位置図を図 3.5に示す． 
 
 
図 3.4 館野高層気象観測所と近傍の NCEP-FNL 等格子点位置図 
 















相対湿度の NCEP-FNL データと館野地点における高層気象観測値との比較を図 3.6に
示す．豪雨 2,3,4,および 6 については，地上から 700hPa の範囲の相対湿度は高層気象観測
値と±5％の誤差で一致している．これに対して，豪雨５（前線性）では高層気象観測値
に対して NCEP-FNL のデータは最大 30％程度大きめになっている．また，豪雨１（台風




豪雨 1，3，5 および 6 では風速の鉛直分布が最大 30％以内の誤差で再現されているが，




豪雨 1,2,3,および 6 は最大 2℃の違いであり再現性が高い．一方，豪雨 4 については最大




























































































































































































































































































































































































前橋地点における NCEP とメソ客観解析データの鉛直分布の比較を図 3.9 に示す．豪
雨 3 は 800hPa における値を除いて 5％以内の誤差でほぼ一致しているが，その他の豪雨
では NCEP の相対湿度はメソ客観解析データより 30～40％程度小さくなっている．前橋
地点における同時刻の地上観測値と比較した結果を表 3.1 に示す．豪雨１以外はメソ客
観解析データが 6％以内の違いとなっている．これに対して NCEP のデータは豪雨１では
地上観測値と一致しているが豪雨 2～豪雨 5 は平均的に約 10％の誤差となっている． 















1 83 83 0 90 7 
2 91 79 -12 94 3 
3 91 85 -6 89 -2 
4 92 69 -23 98 6 
5 91 80 -11 90 -1 








豪雨 1 と豪雨 6 は２℃以内の違いであるがその他の 4 豪雨については NCEP データとメ
ソ客観解析データはの違いは 5℃程度となっている． 
 































































































































































































































































































































































































の第 1 領域（16km メッシュ），第 2 領域（4km メッシュ），利根川流域を含む第 3 領域（1km メ
ッシュ）とした．領域の選択には，米国海洋大気庁（NOAA）が配布している WRF Domain Wizard
を用いて設定した．グラフィカルユーザーインターフェースによる視覚的な対象領域の設定が可
能であり，さらに，WRF の前処理ソフトである WPS のプログラムの実行，WRF の条件設定フ
ァイルの作成も自動で行うことができる．利根川流域における最適な物理パラメタリゼーション
を選択するため，表 3.2に示すように，雲微物理，積雲対流，大気境界層，長波放射，短波放射
等の物理パラメタリゼーションを変化させた 4 ケースの再現を行う．case1 が WRF Domain Wizard
の初期設定のままの設定，case2 が雲微物理スキームに考慮する降水粒子の最も多い Morrison モ









表 3.2 物理パラメタリゼーション変更ケース 
計算ケース 雲微物理スキーム 境界層スキーム 
case1 WSM 3-class simple ice scheme YSU scheme 
case2 Morrison 2-moment scheme Mellor-Yamada-Janijic scheme 
case3 Thompson graupel scheme MYNN 2.5 level PBL 
case4 WSM 6-class graupel scheme YSU scheme 
 





case2 Goddard shortwave 
scheme case3 











根川流域平均降水量が最大となる 72 時間を含む 4 日間を対象とし，助走期間を 3 日として計
算を行った．利根川流域平均降雨量が最大となる 72 時間は，日本時間で，豪雨 5 が 2006 年
7 月 16 日 13 時～2006 年 7 月 19 日 12 時，豪雨 6 が 2007 年 9 月 4 日 20 時～2007 年 9 月 7 日
19 時まであり，この期間を対象に再現を行う． 
 
(2) 豪雨 5(前線性豪雨) 
解析雨量と WRF で再現した各ケースの第 3 領域の八斗島上流域平均雨量の時系列分布を
図 3.13に示した．また，それぞれの八斗島上流流域平均 72 時間雨量について表 3.3に示し
た．さらに第 3 領域の 72 時間降水量の平面分布を図 3.14に示した． 
図 3.13の時系列分布をみると一山目のピーク時刻は，解析雨量が 7 月 17 日 10 時，case1
が 17 日 7 時，case2 が 17 日 9 時，case3 が 17 日 10 時，case4 が 17 日 8 時とどのケースでも
解析雨量と比べ 1～3 時間のずれが生じているがおおむね一致していることが分かる．一山目
以降では，解析雨量が 19 日 4 時，case1 が 19 日 7 時，case2 が 19 日 4 時，case3 が 18 日 17
時，case4 が 19 日 4 時と case3 を除けば，最大 4 時間のずれが生じていた．一方，解析の対象
とした時間の前半部分（17 日 13 時ごろまで）については降水強度もピーク時に解析雨量で
7.4mm/hr，case1 が 6.2mm/hr，case2 が 9.0mm/hr，case3 が 9.1mm/hr，case4 が 5.7mm/hr とおお
 47
むね一致し，良い再現結果が得られている．一方，後半部分では，再現計算による降水量が
解析雨量よりも小さい値となっている．そのため，表 3.3を見ると八斗島上流流域平均 72 時
間降水量が解析雨量の結果 225.9mm と比べ，最も再現性が高いのは case1 の 188.3mm であ











図 3.13 豪雨 5の再現計算ケースごとの八斗島上流域平均時間降雨量の時系列分布 
 
表 3.3 豪雨 5の八斗島上流域平均 72 時間降雨量の再現結果 



























































































































































































































































































































case1 case2 case3 case4 解析雨量 
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図 3.14 豪雨 5の再現計算ケースごとの 72 時間降雨量の平面分布（第 3領域） 
 
 
図 3.15 豪雨 5の再現計算ケースごとの 72 時間降雨量の平面分布（第 2領域） 
 
(3) 豪雨 6(台風性豪雨) 
豪雨 5 と同様にして整理した結果を図 3.16，表 3.4，図 3.17に示した．図 3.16の時系
列分布をみると降雨のピーク時間は，解析雨量で 9 月 6 日 23 時，case1 が 6 日 20 時，case2，














いる．一方，表 3.4を見ると，八斗島上流流域平均 72 時間降雨量が解析雨量の結果 258.4mm
に対し，再現計算の 4 ケースで最も大きいのは case1 で 175.6mm であり，解析雨量の結果と





図 3.16 豪雨 6の再現計算ケースごとの八斗島上流流域平均時間降雨量の時系列分布 
 
表 3.4 豪雨 6の八斗島上流流域平均 72 時間降雨量の再現結果 














































































































































































































































































































case1 case2 case3 case4 解析雨量 
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図 3.17 豪雨 6の再現計算ケースごとの 72 時間降雨量の平面分布（第 3領域） 
 
(4) 再現計算に用いる物理パラメタリゼーション 
豪雨 5，および豪雨 6 の再現計算結果から，豪雨 5 では再現計算した 4 ケースの中で case1
の利根川上流域平均 72 時間降雨量が解析雨量値に近く，また，第 2 領域を見れば平面分布も








に WRF を用いて算定した雨量と解析雨量との比較を行った．その結果，表 3.5 に示すよう
に，解析雨量の 72 時間雨量に対する再現性は 68％から 168％の間にあった．また，最大 1 時
間流域平均雨量に関しては解析雨量値の 70％から 159％となっており，計算のピーク発生時
間は 6 豪雨中 5 豪雨が 1～7 時間程度解析雨量より早くなり，1 豪雨（豪雨 3）が解析雨量よ














豪雨 1（台風性)の解析雨量との時間分布の比較を図 3.18(1)に示す．最大 72 時間流域平均
雨量に関しては，解析雨量が 175.2mm に対して計算値が 247.9mm となっている．ピーク雨量
は解析雨量が 11.9mm に対し計算値が 18.9mm と計算値のほうが大きく,ピーク発生時刻は計




豪雨２（前線を伴う台風性)の解析雨量との時間分布の比較を図 3.18(1)に示す．最大 72 時
間流域平均雨量に関しては，解析雨量が 159.2mm に対して計算値が 237.2mm となっている．
ピーク雨量は解析雨量が 10.8mm に対し計算値が 15.5mm と計算値のほうが大きく,第 1 ピー






豪雨３（前線を伴う台風性)の解析雨量との時間分布の比較を図 3.18(1)に示す．最大 72 時
間流域平均雨量に関しては，解析雨量が 98.4mm に対して計算値が 121.2mm となっている．
ピーク雨量は解析雨量が 7.1mm に対し計算値が 5.0mm と計算値のほうが小さくなっている．
ピーク発生時刻に関しては 2 時間遅くなっており計算値に対してピーク発生時刻が早めにな
っている．さらに，解析雨量は第 1 ピーク後雨量が低下し再度大きくなるのに対して計算値








実績 再現計算 再現／実績 実績 再現計算 再現／実績 実績に対する再現計算の発生時刻
1 175.2 247.9 1.41 11.6 18.9 1.63 2時間早い
2 159.2 237.2 1.49 10.9 15.4 1.41 13時間早い
3 98.4 121.9 1.24 7.1 6.2 0.87 2時間遅い
4 107.6 181.1 1.68 10.8 13.3 1.23 2時間早い
5 225.8 188.3 0.83 9.9 10.6 1.07 １時間早い




量が 10.8mm に対し計算値が 13.3mm と計算値のほうが大きくなっている．また，ピーク発生
時刻に関しては 2 時間早くなっている．また，72 時間雨量の平面分布は図 3.22に示すよう
に八斗島流域東側および西側の強雨域の発生傾向は表現されているが八斗島流域全体的に実
績値より大きくなっており 72 時間雨量が解析雨量に対して大きくなっている． 
 
(5) 豪雨５ 
検討対象 6 豪雨のなかで最も再現性の高い豪雨 5(前線性)の解析雨量との時間分布の比較
を図 3.18(2)に示す．降雨分布の第 1 ピークは解析雨量が 10.6mm に対し計算値が 9.9mm，
第 2 ピークでは解析雨量が 9.2mm に対して計算値が 7.5mm となっている．最大 72 時間流域





豪雨６（台風性)の解析雨量との時間分布の比較を図 3.18(2)に示す．最大 72 時間流域平
均雨量に関しては，解析雨量が 257.8mm に対して計算値が 176.4mm となっている．ピーク雨
量は解析雨量が 14.4mm に対し計算値が 18.9mm と計算値のほうが大きく,ピーク発生時刻は


















































































(c) 豪雨 3 
18.9mm 10 日 11 時 
11.6mm 10 日 13 時 
15.4mm 10 日 12 時 
10.9mm 11 日 1 時 
6.2mm 9 日 5 時 
















































(d) 豪雨 4 















(f) 豪雨 6 
13.3mm 20 日 19 時 
10.8mm 20 日 21 時 
10.6mm 18 日 17 時 
9.9mm 18 日 18 時 
19.6mm 7 日 7 時 





























































































































































































豪雨の再現性について評価した．第 3 章において得られた主な結果は以下のとおりである． 
 
(1) 前線性豪雨である豪雨５，および台風性豪雨である豪雨６に対して，物理パラメタリゼー
ションを変更した再現性の検討から，WRF Domain Wizard の初期設定のまま Case1 として
設定した以下のパラメータの再現性がもっとも高い． 
 雲微物理スキーム・・・・・・・・・WSM 3-class simple ice scheme 
 境界層スキーム・・・・・・・・・・YSU scheme 
 積雲対流パラメタリゼーション・・・Kain-Fritsch scheme 
 長波放射スキーム・・・・・・・・・rrtm scheme 
 短波放射スキーム・・・・・・・・・Dudhia scheme 
 
(2) 6 豪雨の八斗島上流平均 72 時間雨量に対する再現性は 68％から 168％の間にあった．ま
た，最大 1 時間流域平均雨量に関しては 70％から 159％となっており，計算のピーク発生
時間は 6 豪雨中 5 豪雨が 1～7 時間程度解析雨量より早くなっている． 
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を評価する．メソ客観解析データは，2001 年 3 月以降 3 時間，または 6 時間毎の気象データ










図 4.1 メソ客観解析の格子点と気象官署位置の関係 
 
(2) 検討対象豪雨 
本検討で対象とする 9 降雨を表 4.1 に示す．豪雨番号 1～6 は，第２章において検討対象
豪雨として選定した 2001 年以降のメソ客観解析データが得られ，八斗島実績流量が 2000m3/s
以上の降雨である．八斗島上流域の 72 時間雨量としては概ね 100～260mm の範囲である．こ
れは，利根川水系河川整備基本方針の基本高水に関する資料 9)より 10 年確率以下から 50 年




5 を除く 8 降雨は台風，あるいは前線を伴う台風であり，台風性降雨が利根川水系の主要洪
水時の降雨要因となっていることがわかる． 
 










































1 2001/09/10 175.2 6,785 台風15号
2 2002/07/11 159.2 5,973 台風6号，梅雨前線
3 2004/10/09 98.4 2,124 台風22号，前線
4 2004/10/21 107.6 3,729 台風23号，前線
5 2006/07/19 225.8 2,929 梅雨前線
6 2007/09/07 258.3 7,756 台風9号
7 1982/08/02 245.1 7,992 台風10号
8 1982/09/13 220.7 8,192 台風18号，前線
9 1998/09/16 191.3 9,223 台風5号
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(3) メソ客観解析データを用いる必要性 
検討対象とした 2001 年以降の 6 豪雨についてそれぞれ，高層気象観測が行われている館野
観測所のデータと館野観測所に最も近いメソ客観解析データについて比較を行った．比較対
象としたのは，欠測期間を除いて得られた合計 70 回の観測について，地上面から 300hPa 気
圧面までの水蒸気量の合計である可降水量((4.1)式)を比較したところ，図 4.2 に示すように
相関係数が 0.97 と高い相関が得られた．各時間の可降水量の誤差は平均 2％，最大 24％であ
った． 
                3001
sfcP
p qdpg











図 4.2 可降水量の比較 
また，メソ客観解析データを用いた比湿の鉛直分布と，地上観測値を偽湿潤断熱過程として
作成した前橋地点における鉛直分布の比較例を図 4.3 に示す．1～6 の豪雨の内，流域平均 72






































































～300hPa の各気圧面において指標を計算し，継続する 1, 3, 6, 12, 24, 48, 60, 72 時間の平均値が最
大となる値を気圧面毎に算定する．そして，このように算定した各気圧面，各継続時間の指標の









署を選定する必要がある．WMO の PMP マニュアル 1)では，可能最大降水量の検討対象とす
る流域と水蒸気源の間に位置する観測所の値を用いて，豪雨時，過去最大の可降水量を評価
することとしている．これは，対象地域への水蒸気の流入が流域内の降雨に影響を与えると











量，水蒸気フラックスの関係を 2001 年以降の 6 豪雨について検討した．八斗島流域平均値は
流域内に位置する格子点の算術平均値とした． 



































図 4.5 八斗島流域内と前橋の水蒸気フラックスの関係 
 
 



















































































図 4.7 前橋地点のメソ客観解析と地上観測からの水蒸気フラックスの関係 
 
 






































































量との相関は，2001 年以降の台風性の 5 豪雨について評価すると，図 4.9 に示すように 3～12
時間最大可降水量において 0.9 以上の相関関係がある．しかし，この結果に 72 時間雨量が概ね




























































して，図 4.11 に示した 12 時間最大水蒸気フラックスとの関係は，台風性の 5 豪雨に対して地
上から 700hPa の層では相関係数が 0.8 以上と高く，その中で 850-800hPa の層との相関係数が
0.99 と最も高くなった．同様に 900-850hPa の 6 時間最大水蒸気フラックスとの相関係数も 0.99
と高かった．ただし，降雨継続時間が 72 時間雨量と継続時間が長いこと，および，WMO マニュ
アルでは継続時間 12 時間の水蒸気の流入を最大化指標としていることから 850-800hPa の気層の
12 時間最大水蒸気フラックスを豪雨の最大化に用いる指標として望ましいと考えられた． 
         
図 4.11 気層毎の 12 時間最大水蒸気フラックスと八斗島流域平均 72 時間雨量との相関係数 
そこで，前項の図 4.7で把握した地上観測との関係を用いて 2000 年以前の 3 豪雨(豪雨 7～9)
の 850-800hPa に相当する水蒸気フラックスに補正を行い，降水量との相関を時間毎に算定する

























850-800hPa の 12 時間最大水蒸気フラックスと八斗島上流域平均 72 時間雨量との関係は図 
4.13 に示すように，相関係数が 0.81 となった．豪雨時の降水量に影響を及ぼす指標としては，
WMO マニュアル 1)では地形性降雨の影響を受けない地域では可降水量を用いて最大化を行って








図 4.13 水蒸気フラックスと八斗島流域平均 72 時間雨量の関係 




























































































































































































































































































































































































































い結果が得られている．ここでは，12 時間最大水蒸気フラックスと降雨継続時間が 12 時間から
72 時間の雨量の関係示す．豪雨 5 を除く台風性の 8 豪雨を対象に，八斗島上流域の評価地点と
した前橋地点における 850-800hPa 層の 12 時間平均値での最大水蒸気フラックスおよび参考とし
て 12 時間平均値での最大可降水量を算定した．そして，それらの値と 12 時間から 72 時間の継
続時間毎に八斗島上流域の最大流域平均雨量との相関係数を求めたものを図 4.15に示す．水蒸
気フラックスは各継続時間雨量に対して可降水量より高い相関係数を与えており，降雨継続時間
が長くなるほど相関が高くなっている．降雨継続時間が 36 時間以上では相関係数が 0.77 以上と
なっており，直轄河川の降雨継続時間である 1～3 日程度の降水量の評価に 12 時間最大水蒸気フ
ラックスがパラメータとして有効なことが分かる． 
 





























層で 100％とする合計 6 ケース(ケース 2〜6)を設定した．ただし，各ケースにおける相対湿度の
最大値は 100％とし，最小値は 0％とした． 
表 4.2 WRF における気象条件の検討ケース 
ケース 変化要素 絶対変化量 備 考 






4 + 10% 
相対湿度を増加 
5 + 30% 
6 最大化 全層の相対湿度を 100% 
 
なお，風速により水蒸気フラックスを変化させることも可能であり，風速を 1.17 倍，2.0 倍と

























WRF を用いて相対湿度を変化させた八斗島上流域における 72 時間雨量の変化を図 4.17に示
す．この図から，相対湿度の変化による雨量の変化は台風，前線などの降雨成因によって異なる
ことがわかる．前線を伴わない台風性豪雨である豪雨 1，6 は，相対湿度の増加に伴い 72 時間雨
量も概ね増加する．一方，前線を伴う台風である豪雨 2, 3, 4 は，相対湿度が＋10％から＋30％で
雨量が減少する．また，前線性豪雨である豪雨 5 は，再現計算時より相対湿度の増加により雨量
が低下する結果となった．次に，八斗島上流域の 12，24，および 72 時間流域平均雨量の変化を
再現計算時の 12，24，および 72 時間雨量で規準化して示したものが図 4.18である．台風性豪
雨を赤線，前線を伴う台風を青線，前線性豪雨を緑線で表している．この図から，12 時間雨量お





(a) 豪雨 1 
 
 
(b) 豪雨 2 
 
 
(c) 豪雨 3 





























































(d) 豪雨 4 
 
 
(e) 豪雨 5 
 
 
(f) 豪雨 6 






























































(a) 最大 12 時間雨量 
 
(b) 最大 24 時間雨量 
 
(c) 最大 72 時間雨量 













































































































雨(豪雨 1, 豪雨 6)では，相対湿度の増加に対して，降雨量だけでなく降雨ピークの発生時刻が早
くなること，および，降雨全体のピークの前に 2 つめピークの付加などの時間分布に影響を与え
ていることが分かる(図 4.19 (a),(b)参照)．特に，相対湿度を最大化したケース 6 では，豪雨 1，




量の増加率も台風性降雨に比べて小さかった(図 4.19(c) ,(d), (e)参照)．図 4.19(c)は実績 72
時間雨量の最も大きい豪雨 2 の例であるが，豪雨 3,4 についても同様な傾向であった． 
図 4.19(f)に示す前線性豪雨 5 に関しては，再現計算結果からの相対湿度の増加に対して最大
72 時間雨量は増加せず，時間分布の変化も不規則であった． 
次に，烏・神流川流域，吾妻川流域，および奥利根流域における地域的な時間分布の変化を図 










































(a) 豪雨 1 (台風） (b) 豪雨 6(台風) 


























































































































































































(a) 豪雨 1 (台風） (b) 豪雨 6(台風) 

















































































































































(a) 豪雨 1 (台風） (b) 豪雨 6(台風) 
(c) 豪雨 2（台風+前線） 
(e) 豪雨 4（台風+前線） (f) 豪雨 5(前線) 





























































































































































































(a) 豪雨 1 (台風） (b) 豪雨 6(台風) 
(c) 豪雨 2（台風+前線） 


































































台風性豪雨である豪雨 1.6，および前線を伴う台風性豪雨 2,3,4 について，相対湿度を変化
させた 72 時間雨量の地域分布の変化を図 4.23(1)～(3)に示す．台風性豪雨は，相対湿度を
変化させた場合は降雨の地域分布に大きな変化はなく，その結果，相対湿度の増加に対応し
た最大 72 時間雨量の変化が見られる．たとえば，八斗島上流域の実績 72 時間雨量が最も大
きくなっている豪雨６では，烏・神流川流域，奥利根流域に隣接する流域外東側などほぼ同
じ位置で降水量に増減がある．このため，図 4.17(f)に示したように，相対湿度を 30％増減
したケース 5 と 2 を比較した場合，八斗島上流域の 72 時間雨量は 256mm と 108mm であり，




図 4.23(1) 72 時間雨量の平面分布の変化（相対湿度変化） 豪雨 1，2 
(a) 豪雨 1 










図 4.23(2) 72 時間雨量の平面分布の変化（相対湿度変化） 豪雨 3，4 
  
(c) 豪雨 3 

































続いて，図 4.28を見ると，どの時間でも 600hPa 面の相当温位の高い場と低い場の境界
の南側で降水が発生していることが分かる．また，相当温位の高い場所は再現計算では，北
緯 34 度線から北緯 38 度線までの範囲であるのに対し，ケース 4，ケース 5，ケース 6 では
















図 4.24 72 時間雨量の平面分布の変化（相対湿度変化）豪雨 5 
 
 
































ケース 1 ケース 6 ケース 3 ケース 2 







































図 4.28 豪雨 5の第 2領域の東経 138.0 度線の降水量と 600hPa 面の相当温位の時間変化 
  
ケース 1 ケース 6 
ケース 3 ケース 2





八斗島上流域における 12, 24, 72 時間最大雨量に対して最も相関が高くなった水蒸気フラック
スの気圧面と継続時間を表 4.3に示す．どの組合せにおいても概ね相関係数 0.8 以上の高い相関
が得られた．また，6 豪雨全てを対象とした場合は，500～550hPa の 12～24 時間との相関が高い
ことがわかる．なお，ここでは気圧面毎の水蒸気フラックスを用いて雨量との相関関係を検討し
ている． 
降雨成因毎にみると，台風性豪雨 1,6 を対象とした場合は 800hPa～850hPa における 24～36 時
間，台風＋前線の場合は 12 時間雨量に対しては 750hPa における 36 時間，24 時間および 72 時
間雨量に対しては 550hPa における 12 時間が相関が高いことが分かった.さらに，前線性の豪雨 5
に対しては前線帯が形成される範囲の上層である 500hPa～600hPa における 3)相関が高く，12 時
間雨量に対しては 600hPa における 36 時間，24 時間雨量に対しては 500hPa における 3 時間，72
時間雨量に対しては 500hPa における 24 時間との相関が高いことが分かった．台風性豪雨に関し
て低い気圧面との相関が高くなるのは，水蒸気フラックスの流入による地形性降雨が卓越するた






ここで，12 時間，24 時間，および 72 時間雨量について，表 4.3 に示した 6 豪雨全体を対象
とした最も相関の高い水蒸気フラックスとの関係を図 4.29に示す．図中には，6 豪雨の相対湿
度を変化させた 6 ケースの WRF を用いた 36 個（6 豪雨×6 ケース）の計算結果とともに相関式
を示している．36 個の計算結果の 72 時間雨量最大値は 386mm となっており，八斗島上流域に


















6 豪雨 0.856 550ｈPa 12ｈｒ 0.829 500ｈPa 12ｈｒ 0.819 550ｈPa 24ｈｒ 
台風性：豪雨.1.,6 0.967 800ｈPa 24ｈｒ 0.944 850ｈPa 36ｈｒ 0.844 850ｈPa 36ｈｒ 
台風+前線： 
豪雨.2,3,4 0.793 750ｈPa 36ｈｒ 0.824 550ｈPa 12ｈｒ 0.881 550ｈPa 12ｈｒ 




(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 










































































































12 時間，24 時間，および 72 時間雨量について，表 4.4に示した 6 豪雨全体を対象とした最も
相関の高い水蒸気フラックスとの関係を図 4.30～図 4.32に示す．図中には，6 豪雨の相対湿度
を変化させた 6 ケースの WRF を用いた 36 個（6 豪雨×6 ケース）の計算結果とともに相関式を
示している． 
八斗島流域全体の場合と傾向は大きく変わらないが，12 時間，24 時間では 850hPa～700hPa の
相関が高くなる傾向があり，小流域における短時間降雨に対しては，台風の地形性降雨の影響が





図 4.30～図 4.32に示したす水蒸気フラックスと降雨量の相関式の傾きを表 4.5示す．八斗
島流域を対象とした関係式では降雨継続時間が大きいほど傾きが大きくなっている．すなわち，
指標の変化に対する降雨量の変化の物理的な関係が降雨継続時間毎に異なることが分かる．これ
に対して，吾妻川流域および奥利根流域では 12 時間雨量に対する相関式の傾きが最も大きく 2.0


















相関係数 気圧面 継続時間 相関係数 気圧面 継続時間 相関係数 気圧面 継続時間
八斗島 0.856 550ｈPa 12ｈｒ 0.829 500ｈPa 12ｈｒ 0.819 550ｈPa 24ｈｒ
烏・神流川 0.822 750ｈPa 36ｈｒ 0.879 750ｈPa 36ｈｒ 0.840 500ｈPa 24ｈｒ
吾妻川 0.874 800ｈPa 48ｈｒ 0.771 550ｈPa 12ｈｒ 0.766 550ｈPa 24ｈｒ
奥利根 0.861 800ｈPa 36ｈｒ 0.871 750ｈPa 36ｈｒ 0.789 550ｈPa 24ｈｒ














































八斗島 0.793 750ｈPa 36ｈｒ 0.824 550ｈPa 12ｈｒ 0.881 550ｈPa 12ｈｒ
烏・神流川 0.777 450ｈPa 6ｈｒ 0.853 450ｈPa 12ｈｒ 0.859 450ｈPa 12ｈｒ
吾妻川 0.824 700ｈPa 12ｈｒ 0.857 550ｈPa 12ｈｒ 0.901 550ｈPa 12ｈｒ
奥利根 0.794 400ｈPa 12ｈｒ 0.834 450ｈPa 6ｈｒ 0.878 500ｈPa 12ｈｒ
八斗島 0.975 500ｈPa 48ｈｒ 0.959 500ｈPa  3ｈｒ 0.985 500ｈPa 24ｈｒ
烏・神流川 0.968 450ｈPa 24ｈｒ 0.934 450ｈPa 6ｈｒ 0.978 450ｈPa 6ｈｒ
吾妻川 0.985 600ｈPa 12ｈｒ 0.976 650ｈPa 6ｈｒ 0.997 500ｈPa  3ｈｒ








対象豪雨 流域 最大12時間降雨量 最大24時間降雨量 最大72時間降雨量
八斗島 0.82 1.19 1.85
烏・神流川 1.61 1.35 1.87
吾妻川 2.39 1.02 1.75




(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 






































































































(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 


































































(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 
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maximum precipitation under varying scenarios in Sri Lanka，International Journal of Climatology，
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5.2 PMP の推定手法 
現況での PMP の推定手法 
第４章で作成された相関式を用いて，前橋気象官署においてデータの得られる 1901 年～2013
年の 113 年間の地上観測値から得られた水蒸気フラックスを整理する．ただし，1961 年～2013
の期間は気象庁 HP における過去のデータ検索 (http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php)
から水蒸気フラックスの算定に必要な気象要素の通年の時間データを得ることができるが，1901





めの地上と上層気圧面の関係式は，2013 年に公開された JRA55 再解析データを用い，利根川に
おける主要豪雨を対象として作成する．作成した関係式から地上観測値の過去最大値を降雨と相
関の高い気圧面相当の値に変換し，その値をもとに，先に求めた継続時間毎の最大水蒸気フラッ
クスと雨量の関係式から PMP の算定を行う． 
 









































5.3 PMP の時空間分布の推定手法 
時間分布の推定手法 
(1) 降雨継続時間毎の組み合わせの設定方法 





































は 5.6 おいて検討したうえで PMP を設定する．なお，小流域における降雨成因ごとの時間分
布特性は八斗島流域における時間分布特性と同様であることを第４章において確認している








検討には利根川流域の主要洪水を河川整備基本方針 1)から表 5.2 に示した主要洪水を対象と
する．JRA55再解析データは 1958年(昭和 33年)以降の期間において出力値が得られているため，
1958 年(昭和 33 年)以降の洪水について，降雨と相関の高い気圧面における JRA55 再解析データ
を用いて検討を行う． 
 










明治18年7月（台風） 〈3,700〉 浸水面積          2,800ha
明治23年8月（台風） 〈3,780〉
明治27年8月（台風） 〈3,710〉 浸水面積        27,600ha
明治29年9月（台風） 〈3,870〉 浸水面積        81,700ha
明治40年8月（台風） 浸水面積        78,000ha
全潰家屋          2,121棟、流失家屋           2,796棟
床上浸水        15,579戸、床下浸水          11,575戸
※群馬県下の合計値
浸水家屋戸数　　5,638戸、浸水面積          12,600ha
※利根川水系氾濫地点9箇所の合計
浸水面積       214,500ha
※利根川水系全体（中川流域含）の値
浸水面積       200,000ha
※利根川本川の内水氾濫の推定値
浸水家屋       303,160戸、家屋流出倒壊　　23,736戸
家屋半壊          7,645戸、田畑の浸水　  　176,789ha
※1都5県の合計値
床下浸水　      　1,523戸、床上浸水             829戸
※利根川本川筋渡良瀬川の合計値
床下浸水          1,792戸、床上浸水           3,969戸
家屋倒壊流出　  　639戸、家屋半壊           1,044戸
浸水面積　　      4,284ha
※渡良瀬川、鬼怒川、江戸川の合計値
浸水家屋          3,517戸
※小貝川破堤による被害
床上浸水        29,900戸、浸水面積          28,000ha
※中川流域での被害
a2 昭和34年8月14日（台風） 214 8,330
※戻し流量
各所で護岸水制等の流失
a3 昭和41年6月26日（台風） 162 6,040
床下浸水        33,328棟、半壊床上浸水      6,778棟
全壊流失               2棟、農地                41,505ha
宅地その他     10,739ha
a4 昭和41年9月24日（台風） 130 6,040
床下浸水         5,212棟、半壊床上浸水      2,250棟
全壊流失            161棟、農地                14,988ha
宅地その他       7,119ha
a5 昭和49年9月  1日（台風） 119 5,960
※戻し流量
床下浸水         2,689棟、半壊床上浸水          97棟
全壊流失               5棟、農地                   773ha
宅地その他         475ha
a6 昭和56年8月23日（台風） 221 8,280
※戻し流量
床下浸水            646棟、半壊床上浸水       269棟
全壊流失               3棟、農地                 1,568ha
宅地その他         120ha
a7 昭和57年8月  2日（台風） 221 9,100
※戻し流量
床下浸水         1,478棟、半壊床上浸水        137棟
全壊流失               4棟、農地                   234ha
宅地その他         130ha
a8 昭和57年9月13日（台風） 214 8,400
※戻し流量
床下浸水        27,649棟、半壊床上浸水     7,242棟
全壊流失               3棟、農地                 4,273ha
宅地その他       4,690ha
a9 平成10年9月16日（台風） 186 9,960
※戻し流量
床下浸水         1,176棟、半壊床上浸水         98棟
全壊流失              2棟、農地                    623ha






昭和24年9月  1日（台風） 204 10,500








前橋地点と JRA55 観測地点における補正 
降雨量を評価する地点は前橋気象官署地点であるが，JRA55 再解析データは約 60km の空間解
像度であるため，図 5.2 に示すように，前橋地点と約 30km 離れた位置(37304)が前橋に最も近


















で示している値が表 5.9に示す降雨継続時間毎の PMP の整合を図った補正係数であり採用値と
している．この結果から，JRA55 出力地点の水蒸気フラックスに対して前橋地点の値は 1.5 から
1.7 倍程度大きい値となっている．  




気圧面 継続時間 補正係数 気圧面 継続時間 補正係数 気圧面 継続時間 補正係数
550ｈPa 12ｈｒ 1.72 500ｈPa 12ｈｒ 1.95 550ｈPa 24ｈｒ 1.55

























(1.72) 550ｈPa 12ｈｒ 1.55 550ｈPa 24ｈｒ 1.55


























図 5.3(1)前橋地点と JRA 計算値地点での WRF 計算値を用いた水蒸気フラックスの比較(500hPa 12 時
間，500hPa 24 時間，550hPa 12 時間，550hPa 24 時間) 
 
  
(a) 500hPa 12 時間                           (b) 500hPa 24 時間 
































































































































図 5.3(2)前橋地点と JRA 計算値地点での WRF 計算値を用いた水蒸気フラックスの比較(750hPa 36 時
間，800hPa 36 時間，800hPa 48 時間) 
 
  
(e) 750hPa 36 時間                           (f) 800hPa 36 時間 























































































利根川流域の過去の主要豪雨から流域平均 72 時間雨量が 150mm 以上となる規模の豪雨時の






および奥利根流域における 12,24 時間雨量の推定に用いる関係は表 5.9 の降雨継続時間毎の整
合性を踏まえ 550hPa における 24 時間の関係を用いている．同様に，吾妻川流域における 12 時







(a) 12 時間 
 
(b) 24 時間 
 
(c) 72 時間 
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(c) 72 時間 











































































































































































































(a) 12 時間 
 
(b) 24 時間 
 
(c) 72 時間 












































































































































































































(a) 12 時間 
 
(b) 24 時間 
 
(c) 72 時間 












































































































































































































に対する最大水蒸気フラックスを算定した．最大値は 1907 年 8 月(明治 40 年 8 月)の関東地方の
流域において既往最大クラスの洪水となった台風時である．八斗島流域，烏・神流川流域，吾妻
川流域，および奥利根流域における 12，24，および 72 時間雨量に対する過去最大水蒸気フラッ
クスを図 5.8～図 5.11に示す．八斗島流域における過去最大水蒸気フラックスは，12 時間雨量
に対して 322.5 kg/m･s，24 時間雨量に対して 283.3 kg/m･s ，72 時間雨量に対して 234.6 kg/m･s 
となった． 
ここでも小流域については,烏・神流川流域における最大 12,24,72 時間雨量，および奥利根流
域における 12，24 時間雨量の推定に用いる関係は降雨継続時間毎の整合性を踏まえ 550hPa にお
ける 24 時間の過去最大値を用いている．同様に，吾妻川流域における 12 時間雨量の推定に用い







(a) 12 時間 
 
(b) 24 時間 
 
(c) 72 時間 
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(a) 12 時間 
 
(b) 24 時間 
 
(c) 72 時間 
















































































































将来気候における八斗島上流域の 3 日雨量 
RCP8.5 シナリオの降雨量がアメダス地点において出力されている biascorrected データの日雨
量から，八斗島上流流域平均 3 日雨量を 20 箇所のアメダス地点データを用いたテイーセン法に
より算定した．その結果，図 5.12，および表 5.4(1)(2)に示すように 9 ケース 180 年間のデー
タのうち，既往最大 3 日雨量 318mm を超えるイベントが 12 回発生しており(青着色)，
HFA_kf_rcp85_c1 のケースにおいて最大 449ｍｍ/3 日の降雨量が発生している．なお，表中の年
月日は連続 3 日雨量の最初の日を示している． 
 
図 5.12 RCP8.5 シナリオで 3日雨量が 318mm を越えるイベント 









2080/10/5 78.5 2080/10/5 66.2 2080/9/18 143.0
2081/6/1 136.6 2081/9/14 123.5 2081/8/24 115.6
2082/9/15 153.9 2082/10/1 80.7 2082/9/15 125.7
2083/9/9 98.2 2083/8/30 130.1 2083/8/5 197.2
2084/9/23 140.4 2084/10/8 97.2 2084/10/12 151.4
2085/8/24 100.8 2085/9/4 79.4 2085/7/15 76.7
2086/9/18 101.0 2086/8/4 140.4 2086/9/11 156.8
2087/8/26 68.6 2087/8/30 323.8 2087/7/30 295.1
2088/8/24 137.1 2088/8/28 234.9 2088/10/19 134.8
2089/11/2 123.4 2089/9/16 105.2 2089/8/19 253.3
2090/9/12 161.8 2090/6/17 208.4 2090/8/17 260.8
2091/9/11 265.0 2091/10/15 71.0 2091/9/2 159.0
2092/7/29 373.9 2092/10/17 148.8 2092/8/16 124.1
2093/8/19 205.9 2093/8/19 100.4 2093/10/8 135.7
2094/9/1 239.5 2094/8/15 106.9 2094/6/3 161.2
2095/7/19 105.7 2095/9/19 95.5 2095/7/24 282.6
2096/10/1 144.6 2096/10/16 119.8 2096/9/17 158.5
2097/9/7 96.9 2097/9/23 164.4 2097/7/6 319.1
2098/8/1 155.6 2098/9/11 115.9 2098/8/16 141.0
2099/9/12 88.9 2099/8/11 97.9 2099/7/15 168.6



















2080/9/27 164.8 2080/9/7 138.2 2080/11/22 40.3
2081/10/10 191.2 2081/8/1 259.1 2081/8/21 207.5
2082/9/21 209.8 2082/10/4 197.3 2082/7/3 129.7
2083/8/8 147.9 2083/8/29 106.1 2083/8/30 160.6
2084/9/11 132.3 2084/6/9 85.2 2084/9/1 90.6
2085/9/17 174.9 2085/8/25 104.0 2085/10/3 127.2
2086/9/10 152.1 2086/9/28 205.0 2086/9/22 197.5
2087/5/19 112.3 2087/9/4 256.2 2087/8/19 263.7
2088/8/30 190.8 2088/8/25 335.7 2088/8/29 77.8
2089/6/12 100.1 2089/8/13 173.5 2089/9/22 120.3
2090/8/21 102.0 2090/8/20 418.5 2090/6/21 114.4
2091/9/10 178.5 2091/7/10 145.8 2091/5/21 129.9
2092/8/26 256.3 2092/9/14 196.1 2092/8/25 180.7
2093/7/26 163.0 2093/7/30 258.2 2093/8/6 186.5
2094/8/15 212.5 2094/6/17 101.7 2094/7/8 90.6
2095/9/22 113.9 2095/4/26 99.5 2095/9/16 217.9
2096/9/16 98.7 2096/7/11 120.5 2096/10/5 124.4
2097/8/5 449.0 2097/9/13 153.7 2097/8/6 318.9
2098/5/5 69.9 2098/9/2 277.4 2098/8/14 181.4
2099/8/9 79.6 2099/6/21 83.1 2099/8/20 366.2







2080/9/8 158.4 2080/9/16 68.8 2080/11/7 67.0
2081/7/2 107.4 2081/8/23 172.9 2081/8/24 261.6
2082/8/22 222.7 2082/8/12 113.2 2082/9/7 101.3
2083/8/14 162.9 2083/6/9 188.6 2083/6/18 198.0
2084/8/25 344.2 2084/9/15 203.3 2084/9/13 90.9
2085/6/13 144.6 2085/9/21 268.8 2085/10/12 49.4
2086/6/7 86.9 2086/7/21 102.7 2086/6/21 96.4
2087/9/5 133.9 2087/9/14 286.6 2087/9/7 163.7
2088/8/15 91.4 2088/6/20 104.1 2088/9/15 159.8
2089/9/8 134.1 2089/6/21 205.1 2089/11/3 176.9
2090/8/25 136.7 2090/8/21 223.2 2090/8/23 441.1
2091/6/16 78.2 2091/8/28 350.7 2091/3/10 35.3
2092/7/18 409.4 2092/6/16 58.5 2092/9/14 102.2
2093/6/24 111.5 2093/7/5 62.4 2093/8/20 236.7
2094/8/1 241.5 2094/9/24 130.7 2094/10/13 92.5
2095/6/23 244.5 2095/7/31 168.3 2095/6/9 122.8
2096/7/5 165.2 2096/6/23 70.2 2096/6/16 65.8
2097/6/16 126.2 2097/5/24 129.7 2097/2/23 81.6
2098/9/19 175.7 2098/6/24 164.3 2098/8/5 128.3
2099/6/13 89.5 2099/9/27 126.8 2099/7/22 114.1












ௗܶ ൌ ௢ܶ െ ௧ܶௗ                                        (5.1) 




݁ ൌ 6.1078 ൈ 10଻.ହ்/ሺଶଷ଻.ଷା்ሻ                         (5.2) 
                            
以上より，水蒸気圧݁が算定されるので，水蒸気混合比rは，以下の式から得られる． 














13484 出力地点の値を用いた．この出力地点における 9 ケースの気候変動予測値の 500hPa に
おける 12 時間，24 時間最大水蒸気フラックスは，Kain-Fritsch スキーム(KF スキーム)におけ
る海面水温 SST3 との組合せのケース(HFA_kf_rcp85_c3)において 364.2 kg/m･s，24 時間最大
値が 306.8 kg/m･s となった．   
次に，水蒸気フラックスと降雨量の関係式は 550hPa における値として作成されているた
め，４章において計算を実施し 6 豪雨×6 ケースの WRF この結果から，図 5.14 および図 
5.15 に示すように 500hPa と 550hPa における水蒸気フラックスの関係式を作成した．この関
係式から気候変動予測値の 500hPa における最大水蒸気フラックスを 550hPa における値に変
換し，12 時間最大値が 376 kg/m･s，24 時間最大値が 312 kg/m･s を用いて気候変動を考慮し
た PMP の算定を行う水蒸気フラックスとした． 
    
 
 














































































































5.6 PMP の評価 
現況での PMP 評価 
5.4 の過去最大水蒸気フラックスの評価結果から，第 4 章において作成した水蒸気フラックス
と降雨量の関係から PMP の算定を行った． 
地上観測値から算定した過去最大の水蒸気フラックスを降雨量と相関の高い 500～550hPa 気
圧面相当に変換し，その値から推定した最大雨量を図 5.16～図 5.19の青線で示した．72 時間
雨量における PMP 相当の最大雨量は図 5.16(c)に示すように 341mm となり，カスリン台風時の
雨量を越える規模となった．また 12 時間雨量，24 時間雨量については６豪雨の計算条件を変化
させた WRF の計算結果の最大降雨量程度となっている． 
6 豪雨を対象とした 12, 24, 72 時間の継続時間毎に，検討対象 6 豪雨の実績最大値，WRF を用
いた 36 個の計算結果の最大値，および過去最大の水蒸気フラックスから推定した最大値の比較
を表 5.5(1)に示す．この結果から，降雨継続時間が短いほど実績最大降雨量に対する最大降雨
量の比率が大きくなっていることがわかる．WRF 計算値に対しては 1.49 倍～2.08 倍，過去最大
水蒸気フラックスからの推定においては 1.32 倍～2.05 倍となっている．この結果は小林ら 2)の淀
川流域における実績最大雨量に対する最大化した雨量の倍率 1.5 倍と同程度の値である．また，
降雨継続時間が短いほうが比率が大きくなっており，集中度の高い豪雨となることが分かる． 
また，地域分布を考慮した烏・神流川流域，吾妻川流域および奥利根流域の PMP は表 5.5(2)




しては烏・神流川流域が 1.26 倍～1.81 倍，吾妻川流域が 1.66 倍～2.29 倍，奥利根流域が 1.69 倍
～2.45 倍となっている．過去最大水蒸気フラックスからの推定においては烏・神流川流域が 1.01
倍～1.44 倍，吾妻川流域が 1.41 倍～2.06 倍，奥利根流域が 1.44 倍～1.80 倍と吾妻川流域および
奥利根川流域が烏・神流川流域に対して実績最大値に対する増加率が大きくなっている． 
なお，継続時間について各流域および各継続時間において最も相関の高い気圧面と継続時間は
表 4.4において示したとおりであるが，各地域においては 72 時間が 500～550hPa の相関が高く
なっているのに対して継続時間が短い 12，24 時間継続時間では第 4 章に示したように 750～
800hPa における相関が高くなっている．このため，水蒸気フラックスと降水量の関係式の傾きが
大きくなるため，降雨継続時間が短い 12 時間 PMP が 24 時間 PMP より大きくなるという不整合
が生じた．このような課題に対して降雨の時間分布の整合を図るため，各地域において降雨継続
時間毎の PMP を算定するための関係式は 550hPa 気圧面において最も相関が高くなる水蒸気フ
ラックスの継続時間として算定した．その結果，表 5.9 の赤字に示すように降雨継続時間毎の
不整合は解消されたため，これらを継続時間毎の PMP とした．なお，このような補正を行った




気候変動を考慮した PMP 評価 
5.5 において算定した気候変動予測値からの最大水蒸気フラックスを用いて，図 5.14，図 5.15
に示すように最大 12 時間雨量，および最大 72 時間雨量を算定する関係式は 550hPa 相当に変換
して，WRF 計算値から作成した水蒸気フラックスと降雨量の関係式から 12hr，24hr，72hr 雨量
は，それぞれ 274mm，369mm，496mm となった．以上の方法により算定した気候変動を考慮し
た PMP を先に示した図 5.16～図 5.19における現況での PMP とあわせて示した．表 5.5～表 
5.8には気候変動を考慮した最大降雨量と実績最大値の比率を示している．気候変動を考慮した
12, 24, 72 時間の最大雨量は烏・神流川流域，吾妻川流域，奥利根流域の順に大きくなっているこ
と，降雨継続時間が短いほうが実績最大雨量に対する比率が大きくなっており，集中度の高い豪
雨となることは現況での評価と同様である．実績降雨量に対する比率は，烏・神流川流域が 1.45








(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 











































































































(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 







































































































(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 





































































































(a) 12 時間雨量 
 
(b) 24 時間雨量 
 
(c)72 時間雨量 








































































































































































































図 5.20 降雨継続時間毎，流域毎の PMP 
  
対象豪雨 流域 降雨継続時間
相関係数 気圧面 継続時間 相関係数 気圧面 継続時間 相関係数 気圧面 継続時間
0.856 550ｈPa 12ｈｒ 0.829 500ｈPa 12ｈｒ 0.819 550ｈPa 24ｈｒ
最大水蒸気フラックス
PMP



























(12hr) 0.771 550ｈPa 12ｈｒ 0.766 550ｈPa 24ｈｒ
最大水蒸気フラックス
PMP













































し率を表 5.10～表 5.15に示す．なお，波形については表 5.9に示す各流域各継続時間の PMP
に対して，降雨継続時間の短い時間帯を先取りして作成した．たとえば，豪雨６の八斗島流域で
は相対湿度 100％の WRF 計算結果に対して，12 時間雨量が 225mm となるように引伸しを行い，
24 時間の引き伸ばしは，最大 12 時間を除く 12 時間の引き伸ばしが 273mm となるように降雨波
形を作成した．以上の方法を用いて，６豪雨の現況および気候変動考慮の八斗島地点および小流
域である烏・神流川流域，吾妻川流域，奥利根流域における時間分布を図 5.21～図 5.44に示
す．なお，PMP に対する引き伸ばし率は地域，継続時間によっては 1.0 以下となる場合もある．
このような場合，実績雨量をそのまま用いて降雨波形を作成する方法も考えられるが，その場合
他の継続時間において PMP を超えてしまうこととなる．このため PMP が実績雨量より小さい場
合は引縮めを行い，12，24，および 72 時間雨量がそれぞれ PMP を上回らないような時空間分布
を作成した． 
表 5.10 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 1） 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 





引き伸ばし率 2.48 1.71 (0.70) 1.25 (0.60)
相対湿度100%雨量 94
PMP 221
引き伸ばし率 2.34 1.77 (1.01) 1.35 (0.77)
相対湿度100%雨量 106
PMP 200
引き伸ばし率 1.89 1.49 (0.87) 1.25 (0.82)
相対湿度100%雨量 79
PMP 175


























引き伸ばし率 2.99 2.31 (1.43) 1.77 (1.01)
相対湿度100%雨量 94
PMP 317
引き伸ばし率 3.36 2.53 (1.41) 1.93 (1.12)
相対湿度100%雨量 106
PMP 278
引き伸ばし率 2.63 2.04 (1.12) 1.76 (1.25)
相対湿度100%雨量 79
PMP 247

















表 5.11 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 2） 
 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 













引き伸ばし率 1.58 1.27 (0.67) 1.44 (3.13)
実績雨量 89
PMP 221
引き伸ばし率 2.48 2.22 (1.68) 2.34 (2.83)
実績雨量 73
PMP 200
引き伸ばし率 2.75 2.30 (1.49) 2.46 (3.18)
実績雨量 97
PMP 175


















引き伸ばし率 1.90 1.71 (1.35) 2.04 (5.28)
実績雨量 89
PMP 317
引き伸ばし率 3.56 3.17 (2.34) 3.35 (4.09)
実績雨量 73
PMP 278
引き伸ばし率 3.82 3.15 (1.92) 3.45 (4.87)
実績雨量 97
PMP 247

















表 5.12 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 3） 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 










引き伸ばし率 3.57 2.65 (1.21) 2.80 (3.59)
実績雨量 66
PMP 221
引き伸ばし率 3.34 2.82 (1.90) 3.29 (6.81)
実績雨量 56
PMP 200
引き伸ばし率 3.59 3.08 (2.08) 3.44 (5.61)
実績雨量 45
PMP 175



















引き伸ばし率 4.29 3.59 (2.47) 3.97 (6.07)
実績雨量 66
PMP 317
引き伸ばし率 4.79 4.02 (2.65) 4.71 (9.86)
実績雨量 56
PMP 278
引き伸ばし率 5.00 4.21 (2.68) 4.83 (8.60)
実績雨量 45
PMP 247


















表 5.13 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 4） 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 








引き伸ばし率 2.62 1.93 (0.88) 1.88 (1.71)
実績雨量 74
PMP 221
引き伸ばし率 3.00 3.08 (3.35) 3.61 (7.83)
実績雨量 80
PMP 200
引き伸ばし率 2.49 2.44 (2.28) 2.80 (5.50)
実績雨量 57
PMP 175


















引き伸ばし率 3.15 2.61 (1.79) 2.67 (2.88)
実績雨量 74
PMP 317
引き伸ばし率 4.30 4.39 (4.67) 5.17 (11.32)
実績雨量 80
PMP 278
引き伸ばし率 3.47 3.34 (2.94) 3.93 (8.42)
実績雨量 57
PMP 247

















表 5.14 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 5） 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 









引き伸ばし率 3.20 3.55 (7.29) 1.81 (0.61)
実績雨量 67
PMP 221
引き伸ばし率 3.29 2.35 (1.24) 1.66 (0.87)
実績雨量 79
PMP 200
引き伸ばし率 2.53 1.85 (0.97) 1.42 (0.80)
実績雨量 73
PMP 175



















引き伸ばし率 3.85 4.80 (14.84) 2.57 (1.03)
実績雨量 67
PMP 317
引き伸ばし率 4.72 3.34 (1.73) 2.37 (1.26)
実績雨量 79
PMP 278
引き伸ばし率 3.51 2.53 (1.25) 2.00 (1.23)
実績雨量 73
PMP 247


















表 5.15 PMP に対する引き伸ばし率（豪雨 6） 
(a)現況 PMP に対する引き伸ばし率 
 
 









引き伸ばし率 1.35 1.19 (0.78) 1.17 (1.09)
相対湿度100%雨量 277
PMP 221
引き伸ばし率 0.80 0.88 (1.22) 0.98 (1.70)
相対湿度100%雨量 223
PMP 200
引き伸ばし率 0.90 1.01 (1.81) 1.12 (1.78)
相対湿度100%雨量 236
PMP 175



















引き伸ばし率 1.62 1.61 (1.59) 1.66 (1.84)
相対湿度100%雨量 277
PMP 317
引き伸ばし率 1.14 1.25 (1.70) 1.41 (2.45)
相対湿度100%雨量 223
PMP 278
引き伸ばし率 1.25 1.38 (2.33) 1.58 (2.72)
相対湿度100%雨量 236
PMP 247











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(1) 過去最大の水蒸気フラックスから推定される最大雨量は．72 時間雨量について 341mm と
なり，カスリン台風時の雨量を越える規模となった．また 12 時間雨量，24 時間雨量につ











(3) 気候変動を考慮した PMP は，Kain-Fritsch スキーム(KF スキーム)における海面水温 SST3
との組合せのケース(HFA_kf_rcp85_c3)において水蒸気フラックスが最大となり，72 時間
雨量について 496mm．また 12 時間雨量，24 時間雨量についてはそれぞれ 274mm，366mm
となった． 
 




































モデル図を図 6.1，および図 6.2に示す．  
 




流域，烏川流域，神流川流域の 4 流域について流域定数の分けて設定が行われている． 
 
表 6.1 奥利根流域，吾妻流域，烏川流域，神流川流域において検証を行った，カスリン台風の



































1 165.48 0.4 150 1.0 12.0 30 7.587 0.528 7.3 a - - 0.217
2 60.59 0.4 150 1.0 12.0 50 6.252 0.656 2.7 b - - 0.234
3 165.77 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 7.3 A 4.476 0.699 0.165
4 103.07 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 4.6 B 12.030 0.665 0.350
5 81.80 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 3.6 C 13.878 0.665 0.273
6 110.19 0.4 150 1.0 12.0 40 10.591 0.655 4.9 D 7.381 0.663 0.160
7 79.19 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 3.5 E 4.966 0.729 0.180
8 226.00 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 10.0 F 4.831 0.797 0.250
9 252.05 0.4 150 1.0 12.0 90 13.487 0.530 11.1 G 6.405 0.724 0.170
10 161.64 0.4 150 1.0 12.0 90 13.487 0.530 7.1 H 6.223 0.681 0.143
11 78.78 0.4 150 1.0 12.0 90 13.487 0.530 3.5 K 8.039 0.712 0.281
12 182.31 0.4 150 1.0 12.0 50 9.480 0.592 8.0 O 12.928 0.627 0.208
13 144.49 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 6.4 Q 9.401 0.727 0.509
14 269.24 0.4 - - 14.0 100 29.321 0.305 11.9 R 7.492 0.632 0.127
15 289.00 0.4 - - 14.0 100 29.321 0.305 12.8 N 7.515 0.644 0.306
16 153.20 0.4 - - 14.0 100 29.321 0.305 6.8 I 6.235 0.742 0.318
17 38.30 0.4 - - 14.0 100 29.321 0.305 1.7 J 8.598 0.654 0.269
18 164.22 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 7.2 M 1.660 0.752 0.095
19 157.01 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 6.9 L 16.279 0.614 0.333
20 188.37 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 8.3 P 6.775 0.684 0.268
21 97.12 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 4.3
22 93.33 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 4.1
23 24.68 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 1.1
24 23.88 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 1.1
25 155.13 0.6 200 1.0 14.0 30 29.519 0.428 6.8
26 110.02 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 4.9
27 121.39 0.6 200 1.0 14.0 60 10.765 0.680 5.4
28 165.39 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 7.3
29 43.27 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 1.9
30 190.64 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 8.4
31 158.74 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 7.0
32 201.63 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 8.9
33 75.00 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 3.3
34 94.85 0.4 - - 14.0 50 35.239 0.300 4.2
35 70.05 0.6 200 1.0 14.0 40 18.623 0.572 3.1
36 269.56 0.6 130 1.0 22.0 80 29.976 0.476 11.9
37 53.25 0.6 200 1.0 22.0 80 29.976 0.476 24.0
38 51.68 0.6 200 1.0 22.0 80 29.976 0.476 2.3




















݀ݐ ൌ ሺ݂௧ሻ ∙ ݎሺ௧ሻ െ ݍሺ௧ା்೗ሻ 






∑ݎሺ௧ሻ ≦ ܴ଴の場合， ሺ݂௧ሻ ൌ 0.0 
ܴ଴ ൏ ∑ ݎሺ௧ሻ ≦ ܴ଴ ൅ ܴ௦௔の場合， ሺ݂௧ሻ ൌ ଵ݂ 
∑ݎሺ௧ሻ ൐ ܴ଴ ൅ ܴ௦௔の場合， ሺ݂௧ሻ ൌ 1.0 
ここで， 
ܴ௦௔ ൌ
ቀܴ௦௨௠ െ ܳ௦௨௠1000 ∙ ܣቁ














௟ܵሺ௧ሻ ൌ K ∙ ܳ௟ሺ௧ሻ௉ െ ௟ܶ ∙ ܳ௟ሺ௧ሻ 
݀ ௟ܵሺ௧ሻ
݀ݐ ൌ ݈ሺ௧ሻ െ ܳ௟ሺ௧ሻ 







6.3 PMF の推定結果 
現況での PMF 
第 5 章で設定した現況 PMP と時空間分布を用いて，前節において示した手法により流出計算
を行った八斗島地点におけるピーク流量の算定結果を表 6.2 に，流量ハイドログラフを図 
6.3(1)～(2)に示す．この結果から，検討対象６豪雨のうち豪雨２，豪雨４および豪雨６の３豪
雨が利根川河川整備基本方針における基本高水のピーク流量 22,000m3/s を越える規模となり，豪
雨６が約 26,000m3/s と最大となることが分かった． 
 
 
表 6.2 現況での八斗島地点ピーク流量 
      
































































































































































































































































































































































































































































































































































































により PMF に与える影響を明らかにする． 
 








ケース 1：八斗島流域 72 時間雨量 PMP である 341mm に対して一律引き伸ばしを行う 
ケース 2：八斗島流域において，実績雨量を 12 時間 PMP，24 時間 PMP および 72 時間雨量
PMP 対して引き伸ばしを行う． 
ケース 3：台風性豪雨である豪雨 1，および豪雨 6 について相対湿度 100％の WRF 計算結果に




 その結果，表 6.3に示すように豪雨 1 および豪雨 6 に関してはケース 3 が，その他の豪雨 2
～5 に関してはケース 2 が最大となる結果となった．また，これらの各豪雨の最大値と流域一
律での引き伸ばしを行ったケース 1 との差分は約 7,000m3/s であることが分かる．これらの流
量の違いを６豪雨の中で最大となった豪雨 6 について流量ハイドログラフの違いを図 6.4 に
示す．さらに，ケース４が烏・神流川流域，吾妻川流域，および奥利根流域において地域毎の
PMP を用いた降雨波形を設定したケースであり，ケース３に対して約 5,000m3/s 小さくなって
いる．この理由は以下のとおりである．ケース４の降雨波形は図 5.42に示す烏・神流川流域，





表 6.3 対象豪雨の降雨分布の違いによる八斗島地点ピーク流量 
 
 
図 6.4 PMF の時間分布による違い(豪雨 6) 
ケース1 ケース2 ケース3 ケース4
豪雨１：2001/09/10 8,527 13,468 19,398 17,172
豪雨２：2002/07/11 18,861 23,233 - 18,073
豪雨３：2004/10/09 15,771 18,912 - 15,530
豪雨４：2004/10/21 23,425 23,458 - 22,904
豪雨５：2006/07/19 11,476 20,194 - 18,632














































































第５章において算定した降雨継続時間毎の PMP を用いて検討対象６豪雨の流出計算結果を表 
6.4に，流量ハイドログラフを図 6.5(1)～(2)に示す．6 豪雨中 6 豪雨全てが利根川河川整備基
本方針における基本高水のピーク流量 22,000m3/s 以上の流量となっており，その中で豪雨６が
































































































































































































































































































































































































































































































































































































動を考慮した条件について行った．第 6 章において得られた主な結果は以下のとおりである． 
 
 
(1) PMP とその時空間分布に対して PMF を算定する手法を示した．現況条件では，検討対象
６豪雨中３豪雨が利根川河川整備基本方針における基本高水のピーク流量である
22,000m3/s 以上の流量となる．これらのうち，最大値は豪雨６の約 26,000m3/s となる． 
 
(2) 降雨継続時間毎と流域毎の PMP から考えられる時空間分布を複数設定した流出計算結果





(3) 気候変動を考慮した PMP を用いると検討対象 6 豪雨すべてが 22,000m3/s 以上となり最大










































































































































































取得にあたっては，東京大学 DIAS 事務局 玉川勝徳様には効率的なデータ取得が可能となるよう
ご尽力いただきました．ここに御礼申し上げます． 
当時前橋地方気象台防災業務課 小野沢和博調査官(現東京管区気象台総務部業務課)には前橋地
上観測所の過去の気象データの取得とデータの取り扱いについて貴重なアドバイスをいただきし
た．厚く御礼申し上げます． 
本研究のデータ分析，気象モデルを用いた計算作業を進めるにあたっては，当時鳥取大学修士
課程 細川達也氏(現中央コンサルタンツ株式会社)，株式会社インテリジェントデザイン 國井浩
氏に多大なご協力をいただきました．厚く御礼申し上げます．また，膨大な気候予測モデルの取
得と効率的な活用についてはパシフィックコンサルタンツ株式会社国土保全事業本部 浜口憲一
郎部長，株式会社インテリジェントデザイン 小泉剛氏にご協力いただきました．心より感謝致し
ます． 
パシフィックコンサルタンツ株式会社の当時河川部長藤堂正樹氏(現国際事業本部 国際営業部
長)には社会人課程として鳥取大学に入学するにあたり貴重なアドバイスご支援を頂きました．心
より御礼申し上げます．また，高松宏行河川部長をはじめとする社内の河川・防災系の皆様には，
私が大学で学ぶにあたり，ご支援いただきました．心から感謝いたします． 
 
 
 
 
 
